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おわりに
はじめに
　協同組合の独占禁止法適用除外に関して、そ
の廃止を含む見直しが進行している。2009 年
12 月から 2010 年６月にかけて、日本政府の行
政刷新会議「規制・制度改革分科会・農業ワー
キンググループ」において、農協をはじめとし
た協同組合の独占禁止法適用除外の廃止、また
は農業協同組合連合会をはじめとした協同組合
連合会の適用除外の廃止が取り上げられてきた。
　こうした問題に対しこの数年、協同組合の適
用除外の根拠をめぐって、独占禁止法研究や協
同組合研究において次の諸点が検討されなけれ
ばならないし、されてきた。筆者も少なからず
論及してきた（１）が、その諸点とは、日本独占
禁止法の法源である米国反トラスト法における
協同組合の適用除外の根拠、日本独占禁止法の
成立過程における協同組合の適用除外制度の成
立過程、適用除外の組合要件としての国際協同
組合原則の意義、独占禁止法の目的と協同組合
の目的の関連、農協や協同組合に対する勧告・
警告の実態、農協や協同組合の実際の役割から
みた適用除外の根拠等である（２）。
　しかし協同組合の適用除外に関する国際的な
動向に関しては十分な検討が行われていないよ
うに思われる（３）。そこで本稿ではこの世界各
国の動向について、①世界の独占禁止法におけ
る適用除外規定、②世界の各国憲法における独
占禁止と協同組合保護に関する規定、の２点を
中心に考察していくこととする。
１．世界の独占禁止法における協同組合の
適用除外（1980 年資料）
　まず、世界各国の独占禁止法における協同組
合の適用除外について、公正取引委員会『独占
禁止法の国際比較―OECD 加盟諸国の法制の
比較と解説―』（1980 年資料）に基づいて検討
していこう。
　OECD 加盟諸国 16ヶ国の調査、公正取引委
員会監訳『独占禁止法の国際比較―OECD 加
盟諸国の法制の比較と解説―』によれば、1980
年現在、16ヶ国全部に独占禁止法適用除外を有
しており、中小企業・中小団体の適用除外２ヶ
国、農業の適用除外７ヶ国、農協・農業団体の
適用除外６ヶ国、協同組合・各種組合の適用除
外２ヶ国、通算して農業・農協・協同組合の適
用除外は８ヶ国（50％）を占める（【表１】参 
照）（４）。
　以下では、日本を含め、アメリカ合衆国、カ
ナダ、ノルウェー、フィンランド、西ドイツ、
オーストリア、スペインの８ヶ国の適用除外に
ついて同資料及びその他の資料から摘出した。
（なお本文中の太字は筆者による強調箇所であ
る。）
国際比較・協同組合の独占禁止法適用除外
―世界の独禁法と憲法から―
堀　越　芳　昭
国際比較・協同組合の独占禁止法適用除外（堀越　芳昭）
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（１）日　本（独占禁止法 1947 年）
　◆（一定の組合の行為に対する適用除外）
　第 22 条　この法律の規定は、左の各号に
掲げる要件を備え、且つ、法律の規定に基
づいて設立された組合（組合の連合会を含
む。）の行為には、これを適用しない。た
だし、不公正な取引方法を用いる場合又は
一定の取引分野における競争を実質的に制
限することにより不当に対価を引き上げる
こととなる場合は、この限りではない。
　　　一　小規模の事業者又は消費者の相互扶
助を目的とすること
　　　二　任意に設立され、且つ、組合員が任
意に加入し、又は脱退することができ
ること
　　　三　各組合員が平等の議決権を有するこ
と
　　　四　組合員に対して利益分配を行う場合
には、その限度が法令又は定款に定め
られていること
（２）アメリカ合衆国（クレイトン法 1914 年、
カッパー・ボルステッド法 1922 年）
◆農業に関する共同事業の分野には、広汎な
適用除外が認められている。クレイトン法
は、相互扶助のための農業及び園芸組織を、
反トラスト法の適用除外としている。カッ
パー・ボルステッド法は、農業団体が、生
産物の共同加工、共同取扱および共同販売
の目的で、共同行為組合を行うことを認め
ている。協同販売法は、農業生産者が、価
　　　　【表１】世界の独占禁止法適用除外と協同組合（1980 年資料）　　　　　　●：有り
番号
国　名
（太字 : 本文説明）
各種適用除外
中小企業団体
の適用除外
農業の適用除
外
農協農業団体
の適用除外
協同組合一般
の適用除外
１ 日　本 ● ● ● ● ●
２ アメリカ合衆国 ● ● ●
３ カナダ ● ●
４ スウエーデン ●
５ ノルウェー ● ● ●
６ フィンランド ● ●
７ アイルランド ●
８ イギリス ●
９ デンマーク ●
10 オランダ ●
11 西ドイツ ● ● ● 　●※
12 オーストリア ● ● ● ●
13 ベルギー ●
14 スイス ●
15 フランス ●
16 スペイン ● ● ●
計 16ヶ国 16 ２ ７ ６ ２
【備考】公正取引委員会『独占禁止法の国際比較―OECD 加盟諸国の法制の比較と解説―』（1980 年）より作成。 
※は OECD 編／公正取引委員会訳編『海外主要国の独占禁止法』商事法務研究会、1970 年より。
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格、生産及び販売に関する資料を収集・交
換することを認めている。農業調整法は、
農務長官と農業生産者が生産物の取扱いに
ついて結ぶ市場協定を、適用除外としてい
る。中小企業者の利益のための一定の協定
は、中小企業局によって認可されることを
条件に、中小企業法によって適用除外とさ
れている。
（３）カナダ（企業結合調査法 1910 年）
◆価格で比較すれば、農産物の半分近くが、
農場取引法により適用除外とされている。
（４）ノルウェー（価格及び利益の規制に関す
る 規 定 1960 年、 報 告 の 例 外 に 関 す る 規 定
1966 年）
◆水平的価格協定を禁止している規定は、次
の分野を適用除外としている。b）農業、
林業若しくは漁業生産者又は生産者団体に
よるノルウェーの農業、林業又は漁業生産
物の販売又は供給。
（５）フィンランド（経済競争促進法 1973 年）
◆法の適用除外分野は、労働市場、農業、と
なかいの飼育、漁業並びにフィンランドの
商品及び役務の外国への輸出を通常の業務
とする事業等。
（６）西ドイツ（競争制限禁止法 1957 年）
◆特別法により、下記の経済分野の一部が適
用除外とされる。農業（第 100 条）。
　公正取引委員会の本資料によれば、このよう
に西ドイツにおける適用除外は「農業」分野と
のみ記載されているが、本法の第 100 条の該当
箇所は次のように、農業経営者・農業団体（農
協）・連合体の行為の適用除外が明記されてい
る（５）。
◆第 100 条　⑴　第１条の規定（水平的協定：
筆者）は、農業経営者、農業経営者の団体、
若しくは農業経営者の団体の連合体の契約
又は決議であって、価格拘束を伴わない、
農産物の生産若しくは販売に関するもの、
又は農産物の貯蔵、精製若しくは加工のた
めの共同の施設の利用に関するものには適
用しない。農業経営者の団体の連合体によ
る本項前段の契約又は決議は、遅滞なくカ
ルテル庁に届出なければならない。それら
は、競争を排除するものであってはならな
い。
　⑵　第 15 条の規定（垂直的契約：筆者）は、
農産物についての契約がその選別、標識の
付加又は包装に関するものである場合には
これを適用しない。
　⑶　第 15 条の規定（垂直的契約：筆者）は、
農業経営者又は農業経営者の団体が「種子
法」第 39 条から第 63 条までの規定に基づ
く種子の購買者に対して再販売について一
定の価格を協定することによって、又は最
終消費者への販売に至るまでのそれ以後の
段階の消費者に対して同様の拘束をするこ
とにより、法律的又は経済的手段によって
拘束する場合に限り、これを適用しない。
　⑷　第 18 条の規定（不当な取引方法：筆者）
は、農業経営者又は農業経営者の団体と事
業者又は事業者団体間の契約が、農産物の
生産、貯蔵、精製、加工又は販売に関する
ものである場合に限り、これを適用しない。
（７）オーストリア（カルテル法 1973 年）
◆次のものは、カルテル法の適用を受けない。
３．林業に関するカルテル。６．生産者間
及び消費者間の協同組合。ただし当該カル
テル協定によって生産者・消費者協同組合
法によって許容された範囲を逸脱してはな
らない。
（８）スペイン（競争制限禁止法 1963 年）
◆一定の価格をつけることを強制せず、①農
産物の栽培若しくは販売又は②農産物の貯
蔵、処理若しくは加工のための施設の共同
利用を目的とする限り、農民、農業連合又
は農業団体による協定、決定及び慣行には、
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同法は適用されない。
　以上のとおり、1980 年資料において明らか
なように、日本を含め、アメリカ合衆国、カナ
ダ、ノルウェー、フィンランド、西ドイツ、オ
ーストリア、スペインの欧米諸国の先進国８ヶ
国（調査 16ヶ国中、50％）を中心に、農業・
農協・協同組合の独占禁止法適用除外が明文的
に規定されている。
２．世界の独占禁止法における協同組合の
適用除外（2010 年資料）
　公正取引委員会資料『世界の競争法』（６）に
よれば、2010 年６月現在、85ヶ国の独占禁止
法中、適用除外は 58ヶ国（68.2％）に存在して
おり、そのうち「中小企業」、「農業」、「農協」、
「協同組合一般」に関する適用除外を有する 24
ヶ国（58ヶ国中 41.4%）について表示したのが
【表２】である。
　　　　【表２】世界の独占禁止法適用除外と協同組合（2010 年資料）　　　　　　●：有り
番号
国　名
（太字：本文説明）
各種適用除外
中小企業団体
の適用除外
農業の適用除
外
農協農業団体
の適用除外
協同組合一般
の適用除外
１ 日　本 ● ● ● ●
２ 大韓民国 ● ● ● ●
３ 中華人民共和国 ● ● ●
４ 台　湾 ● ●
５ インドネシア ● ● ●
６ タ　イ ● ●
７ マレーシア ● ●
８ アメリカ合衆国 ● ● ●
９ メキシコ ● ● ●
10 スウエーデン ● ● ●
11 ノルウェー ● ●
12 フィンランド ● ●
13 アイスランド ● ●
14 デンマーク ● ●
15 ドイツ ● ● ● ●
16 オーストリア ● ● ●
17 スロヴェニア ● ●
18 チェコ ● ●
19 クロアチア ● ●
20 スイス ● ●
21 フランス ● ●
22 スペイン ● ●
23 マルタ ● ● ●
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　同表によれば、中小企業に関する適用除外は
15ヶ国、農業の適用除外は８ヶ国、農協・農業
団体の適用除外は 10ヶ国、その他協同組合一
般や各種協同組合に関する適用除外は４ヶ国、
通しで 16ヶ国（27.6%）に農業・農協・協同組
合の適用除外が存在している。以下本稿の課題
たる農業・農協・協同組合の適用除外について、
日本を除く同表太字の 15ヶ国（大韓民国、中
華人民共和国、インドネシア、タイ、マレーシ
ア、アメリカ合衆国、メキシコ、スウエーデン、
ノルウェー、フィンランド、ドイツ、オースト
リア、チェコ、マルタ、イスラエル）について
同資料から抽出して要点を述べていきたい。（な
お本文中の太字は筆者による強調箇所である。）
（１）大韓民国
◆「独占規制及び公正取引に関する法律」（「公
正取引法」）（1980 年制定、2007 年最新改正）
　　・適用除外（第 19 条第２項）：第 19 条第
１項の不当な共同行為が、①産業の合理
化、②研究技術開発、③不況の克服、④
産業構造の調整、⑤取引条件の合理化、
⑥中小企業の競争力の向上を目的として
行われる場合であって、施行令に定める
要件に該当し、韓国公取委の認可を受け
たときは、第１項の禁止規定は適用され
ない。
　　・適用除外（第 12 章）：法令に基づく正当
な行為（第 58 条）、無体財産権（著作権、
特許法等）の正当な行使と認められる行
為（第 59 条）及び一定の組合の行為（第
60 条）については、公正取引法の適用
除外とされている。
　この「一定の組合」とは協同組合のことであ
る。その詳細は本資料には記載されていないが、
本法には次のように日本の独占禁止法の第 22
条に酷似した規定が置かれている（７）。そして
この協同組合の適用除外には日本と同様、連合
会を含むものとしている。
　◆第 60 条（一定の組合の行為）
　この法律の規定は、次の各号の要件を満た
して設立された組合（組合の連合会を含
む。）の行為に対しては、これを適用しない。
ただし、不公正取引行為又は不当に競争を
制限し価格を引き上げることとなる場合
は、この限りではない。
　一　小規模の事業者又は消費者の相互扶助
を目的とすること。
　二　任意に設立され、かつ、組合員が任意
に加入し、又は脱退することができること。
　三　各組合員が平等の議決権を有すること。
　四　組合員に対して利益分配を行う場合に
は、その限度が定款に定められていること。
（２）中華人民共和国
◆「中華人民共和国独占禁止法」（2008 年施
行）は、農業生産者及び農村経済組織が農
産物の生産、加工、販売、輸送及び保管等
の事業活動において実施する協同行為等に
対しては適用されない（第 56 条）。独占的
協定が、①技術の改善、新商品の研究開発、
②品質の向上、費用削減、③中小事業者の
競争力の向上、④社会公共利益の実現等を
目的とする場合で、かつ、市場における競
争を著しく制限するものではないこと及び
消費者が当該協定による利益を享受し得る
ことが証明される場合には、第 13 条及び
第 14 条＊は適用されない（第 15 条）（８）。
24 イスラエル ● ●
計 24ヶ国 24 15 ８ 10 ４
【備考】公正取引委員会『世界の競争法』（http://www.jftc.go.jp/worldcom/html/top.html）
　　（2010 年６月３日アクセス）より作成。
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（＊筆者注：第 13 条は競争関係にある事業
者間の独占的協定の禁止、第 14 条は事業
者と取引先の間の独占協定の禁止を規定し
ている。）
（３）インドネシア
◆「独占的行為及び不公正な事業競争の禁止
に関するインドネシア共和国法 1999 年第
５号」（2000 年施行）：適用除外規定（第
50 条）次に該当する場合、競争法の適用
が除外されている。・小規模事業に分類さ
れる分野の事業者、・組合員に対する便宜
の供与のみを目的とする協同組合の活
動（９）。
（４）タ　イ
◆「取引競争法（1999 年施行）」：適用除外（第
４条）取引競争法は、以下の機関による行
為及び省令に基づく行為については、同法
の適用除外としている。：法律に基づき、
営農利益事業を運営目的とする農民団体・
協同組合。
（５）マレーシア
◆「産業調整法」：同法には、政府は、産業
に過度・有害な競争をもたらすこととなる
行為を排除することができるとの規定があ
る。ただし、パーム油の精製、生鮮果実・
生ゴムの加工等いくつかの産業部門は、こ
の規定から除外されている。
（６）アメリカ合衆国
◆「カッパ ・ーヴォルステッド法」（1922 年）：
適用除外　農業・漁業：農業に関しては、
カッパー・ヴォルステッド法等により、農
業生産者による組合の設立、協同組合販売
商品の価格設定などについて、反トラスト
法に違反することなく一個の事業会社とし
てその事業を遂行することが認められてい
る。また、漁業に関しても漁業者共同マー
ケティング法において漁業協同組合の一定
の適用除外が認められている。
（７）メキシコ
◆「連邦競争法」（1993 年施行）：法適用範囲：
法は、国籍、国内で行う経済活動の性格に
かかわらずすべての自然人、法人に適用さ
れる。連邦、州及び市の行政機関と職業組
合も対象となる。例外は、憲法に規定され
たものである。すなわち、憲法第 28 条に
規定される重要分野における州による排他
的な職務、労働者の権利を保護するために
関連法に基づき設立された労働組合、著作
権・特許権、自らの製品を直接外国市場に
提供する組合又は共同体（筆者注：生産者
組織あるいは生産者協同組合〈原文：
asociaciones o sociedades cooperativas 
de productores〉）であり、これらは同法
の適用除外となる。
（８）スウェーデン
◆「競争法」（1993 年施行、2008 年最新改正）：
適用免除（競争法第８条）：以下のいずれ
の要件に該当する事業者間の協定について
は、競争法第６条＊の適用が免除される。：
小規模事業者間の一定の協定に関する特別
規定（競争法第 18a 条～18e 条）、・農業組
合内又はその下部組織内における一定の協
定については、競争法第６条＊が適用され
ない。
　（＊筆者注：第６条は競争制限的な協定の禁
止を規定している。）
（９）ノルウェー
◆「商行為における競争に関する法律」（1993
年成立）：適用除外　一般的な適用除外：・
同一のオーナーが株式や経営権の 50％以
上を所有している企業及び同一グループ内
の企業が共同で行う行為（第３-６条）、・
ノルウェー国内で生産された農林水産物に
関する協調行為（第３－８条）。
（10）フィンランド
◆「競争制限に関する法律」（1992 年成立）：
経営情報学論集　第 17 号　2011.2
－ 59 －
法適用範囲　競争法は、労働市場に関する
協定又は取決め、農業生産者又は農業の第
一次産品の生産者団体による協定、決定又
は共同事業に対しては適用されない（第２
条）。
（11）ドイツ
◆「競争制限禁止法」（1957 年成立、2007 年
最新改正）：適用除外等：・適用除外カル
テル：競争制限禁止法においては、中小企
業カルテルについて、同法の適用除外規定
が置かれている。: 中小企業の競争力向上
に資する、専門化以外の方法による経済過
程の合理化又は共同購入（それを強制しな
いもの）を目的とする協定であって、その
市場における競争が実質的に阻害されるこ
とがなく、かつ、中小企業の競争能力を改
善することに寄与するもの（第２条）、・特
定の経済分野に関する特則：農業分野に関
する適用除外：農業分野における生産者若
しくは事業者の特定の協定、又は生産者団
体、事業者団体若しくは特定団体の特定の
協定、決議、契約、販売等に対しては、一
定の要件の下に本法の適用除外とされてい
る（第 28 条）。
　なお上記第 28 条における「農業分野に関す
る適用除外」は、本資料では必ずしも明確では
ないが、前述した 1957 年西ドイツ競争制限禁
止法第 100 条と同様、「農業経営者、農業経営
者の団体、農業経営者の団体の連合体」の行為
を指すものである。実際以下の通り現行の競争
制限禁止法の本法の第 28 条には、農業生産者、
農業生産者組合及び生産者組合連合会の行為は
適用除外であることが明記されている（10）。
◆「競争制限禁止法」（1957 年成立、2009 年
最新発表）
　　第 28 条農業⑴以下に関する、農業生産者
（ 原 文 ： a n d w i r t s c h a f t l i c h e n 
Erzeugerbetrieben）の協定および農業生産
者 組 合（ 原 文：Vereinigungen von 
landwirtschaftlichen Erzeugerbetrieben）と
そ の 生 産 者 組 合 連 合 会（ 原 文：
V e r e i n i g u n g e n  v o n  s o l c h e n 
Erzeugervereinigungen）の決定には適用し
ない。①農業生産物の販売あるいは生産、②
農業生産物の加工あるいは貯蔵のための共同
設備の使用。
（12）オーストリア
◆「カルテル法」（1959 年成立、2006 年最新
改正）：適用免除（カルテル法第２条、第
３条）：次の行為は、カルテル法第１条＊
から免除される。
　　　①　カルテル行為に参加する事業者の、
国内市場占有率の合計が５％未満であ
り、国内の関連する部分市場の占有率
の合計が 25％である場合。
　　　⑤　農産物の生産又は販売に関し、価格
維持及び競争者排除を含まない、農業
従事者、農業従事者集団による協定、
決定、行為。
　　　　（＊筆者注：第１条はカルテルの禁止
を規定している。）
（13）チェコ
◆「競争保護法」（2001 年成立、2005 年最新
改正）：適用範囲（１条）　オ　本法は、
EU 法の規定に従った農業生産物の生産及
び取引の分野における事業者の行為に対し
ては適用されない。
（14）マルタ
◆「競争と公正取引に関する法律」（1994 年
成立、2004 年最新改正）：競争・通信大臣（商
業担当大臣）：企業結合規制規則、農業・
漁業分野の適用免除に関する規則等競争法
関係規則の制定を行う（第 32 条、第 33 条）。
（15）イスラエル
◆「制限的取引慣行法」（1988 年成立、1996
年最新改正）：適用除外：この法律の規定は、
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以下の協定には適用されない。：国内で生
産された数種の農産物（果物、青果物、穀
物、牛乳、卵、蜂蜜、牛肉、ひつじ肉、鶏
肉、魚）の生産・販売に係る協定。
　以上 15ヶ国の独占禁止法において規定され
た農業・農協・協同組合の適用除外をみてきた
が、2010 年現在、欧米諸国（米国、スウエー
デン、ノルウェー、フィンランド、ドイツ、オ
ーストリア、チェコ、マルタの８ヶ国）や新興
国（韓国、中国、インドネシア、メキシコの４
ヶ国）を中心として、16ヶ国（タイ、マレーシ
ア、イスラエル、日本の４ヶ国が加わる）に適
用除外規定が明文化されていることに注目した
い。
　ところで、ドイツは「農業分野」が適用除外
されていると言われるが、正確には上記のよう
に農業分野の「農業経営者、農業経営者の団体、
農業経営者の団体の連合体」の行為が適用除外
されており、「連合会」が含まれていることに
注目したい。このことからマレーシア、ノルウ
ェー、チェコ、マルタ、イスラエルの「農業」
を適用除外としている国々も、明示的ではない
が農業団体（農協）やその連合会も関わるとみ
ることができよう。
３．世界の憲法における独占禁止と
協同組合保護（11）
　次に 2010 年６月現在、世界各国の最高法規
たる憲法における独占禁止規定及び協同組合の
保護規定についてみていきたい（【表３】参 
照）（12）。
　　　　【表３】各国憲法における独占禁止と協同組合保護の同時規定　　　　　　●：有り
○：近似　　　　
番号
国　名
（太字：本文説明）
独占禁
止規定
経済的弱者の保護規定
協同組合
の保護農業・中小
企業保護
消費者保護 そ　の　他
１ 大韓民国憲法 ● ● ●
農地小作制度の禁止、地域
経済の育成
○
２ フィリピン憲法 ● ● ●
機会と収入・富の公平な配
分、弱者・小土地所有保護、
完全雇用、雇用機会
●
３ タイ憲法 ● ● ●
４ インド憲法 ○ ● 家内工業の振興 ●
５ トルコ憲法 ● ● ● 山村住民の保護 ●
６ イラン憲法 ● ● ● 完全雇用、雇用促進 ●
７ イエーメン憲法 ● ● ● ●
８ エジプト憲法 ● ● 公正な分配 ●
９ ポルトガル憲法 ● ● ●
社会的公正や機会均等・格
差是正、完全雇用、小規模
農地保護
●
10 スイス憲法 ● ● ● ○
11 ブルガリア憲法 ● ● ●
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　管見した限りで、世界の憲法で独占禁止と協
同組合の保護を同時に規定しているのは 25ヶ
国を数える。そのうち経済的弱者（農業・中小
企業、消費者）の保護等を規定しているのは
23ヶ国あり、その他完全雇用、共有地保護、機
会均等等経済的公正が多くの国で追求されてい
る。
　唯一メキシコ憲法は協同組合の独占禁止法適
用除外を明記している。他の 24ヶ国は明記し
ていないが、独占禁止と協同組合の保護が同時
に規定されていることに注目したい。というの
は、憲法で同時規定をもち独占禁止法で適用除
外している韓国の例が示すように、独占禁止と
協同組合の保護が同時に憲法に規定されるとい
うことは、事実上の適用除外であるとみなすこ
とができるからである。
　以下では、【表３】国名の太字部分の韓国、
フィリピン、トルコ、ポルトガル、メキシコ、
ボリビア、パラグアイ、エクアドル、ベネズエ
ラ、グアテマラの 10ヶ国の憲法における独占
禁止と協同組合の保護についてみていく。
（１）大韓民国
　大韓民国憲法（1988 年）は、「第９章 経済」
において、一定の独占の禁止、農業・漁業保護、
中小企業保護、農・漁民及び中小企業の自助組
織の育成義務、消費者保護について次のように
規定している。
　〈独占の禁止〉
　　第９章　経済　第 119 条〔経済秩序の基本、
経済の規制・調整〕
　　①　大韓民国の経済秩序は、個人及び企業
の経済上の自由及び創意を尊重すること
を基本とする。
　　②　国は、均衡ある国民経済の成長及び安
定並びに適正な所得の分配を維持し、市
場の支配及び経済力の濫用を防止し、経
済主体間の調和を通じた経済の民主化の
ため、経済に関する規制及び調整をする
12 セルビア憲法 ● ● ●
13 ロシア憲法 ● ○
14 メキシコ憲法 ● ●
大土地所有禁止、共有地保
護
●
15 ペルー憲法 ● ●
16 ボリビア憲法 ● ● ● 先住農民保護、経済的公正 ●
17 パラグアイ憲法 ● ● ● 完全雇用、機会均等の追求 ●
18 エクアドル憲法 ● ● ● 完全雇用 ●
19 ベネズエラ憲法 ● ● ●
共有地保護、大土地所有禁
止
●
20 コスタリカ憲法 ● ● ●
21 エルサルバトル ● ● ● ●
22 グアテマラ憲法 ● ● ●
完全雇用、国民所得の公正
な分配
●
23 ホンジュラス憲法 ● ● ●
24 パナマ憲法 ● ● 完全雇用 ●
25 ハイチ憲法 ● ● 農地改革 ●
計 25ヶ国 25 19 17 14 25
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ことができる。
〈農民、漁民、中小企業の保護育成と自助組
織の育成〉
　　第９章　経済　第 123 条〔農漁村の総合開
発、中小企業の保護育成〕
　　①　国は、農業及び漁業を保護、育成する
ため、農・漁村総合開発及びその支援等
必要な計画を樹立し、施行しなければな
らない。
　　②　国は、地域間の均衡ある発展のため、
地域経済を育成しなければならない。
　　③　国は、中小企業を保護、育成しなけれ
ばならない。
　　④　国は、農水産物の需給均衡及び流通構
造の改善に努力し、価格安定を図ること
により、農・漁民の利益を保護する。
　　⑤　国は、農・漁民及び中小企業の自助組
織を育成しなければならず、その自律的
活動及び発展を保障する。
　〈消費者の保護〉
　　第９章　経済　第 124 条〔消費者運動の保
護〕
　国は、健全な消費行為を啓導し、生産品の
品質向上を促すための消費者保護運動を、
法律が定めるところにより、保障する。
　このように大韓民国憲法では、独占の禁止と
経済的弱者（農業農民、中小企業、消費者）の
保護が一体のものとして提起され、農業・中小
企業等の自助組織の保護育成が義務付けられて
いる。この自助組織には協同組合が含まれるで
あろう。したがって韓国憲法の基調は、独占の
禁止・経済的弱者の保護等経済的公正を実現す
ることであり、その担い手として農業・中小企
業等の自助組織（含協同組合）が位置づけられ
ているといえよう。それ故、韓国独占禁止法に
おいて前述のとおり協同組合の適用除外が明示
されているのである。
（２）フィリピン
　現行の 1987 年フィリピン憲法は、経済関係
規定として、「第 12 条　国家経済と国有財産」
の「第１節〔国家経済の基本目標〕」において、
次のようにその基本目標や協同組合に関する規
定を置いている。（筆者注：憲法の構成は、通
例「章（Chapter）・条（Article）」に区分され
るが、フィリピン憲法はアメリカ合衆国憲法
（1788 年）と同様、「条（Article）・節（Section）」
となっていることに注意されたい。）
　〈国家経済の基本目標〉
　第 12 条　国家経済と国有財産　第１節〔国
家経済の基本目標〕：国家経済の基本目標
は、機会と収入と富の公平な配分、国民の
福利のために国家全体によって生産供与さ
れる財貨と役務の着実な増加、全国民こと
に恵まれないものの生活の質的向上のため
の生産性拡大の三点にわたる。・・・国は
産業振興を図り、農業の振興と農地改革に
立脚した完全雇用を推進する。・・・この
目標達成のため、経済の全部門及び国の全
地域は、開発に関して最善の機会が与えら
れる。そのための会社を含む私的企業、協
同組合、類似の共同組織の所有権の強化が
奨励される。
　このように国家経済の基本目標として、経済
的公正の実現、弱者保護、産業・農業振興、完
全雇用の実現等現代的経済権の確立が謳われて
いる。協同組合はその担い手として保護奨励さ
れる。さらに独占の禁止が次のように明記され
る。
　〈独占の禁止〉
　第12条　国家経済と国有財産　第19節〔独
占および不当競争の禁止〕: 国は公共の利
益のため必要であれば、独占を規制し禁止
するものとする。取引を阻害するための結
合および不公正な競争は禁じられる。
　同フィリピン憲法は労働保護（第 13 条　社
会的正義と人権　第３節　労働保護）、農地改
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革・小土地所有の保護（同条第４節）、専業漁
民の保護（同条第７節）、低所得者への住宅提供・
雇用機会の確保・小資産所有者の権利尊重（同
条９節）、消費者保護（第 16 条　一般規定第９
節）等経済的弱者の保護といった経済的公正の
実現を基調としている。さらに経済的機会の提
供と増進（同条　第２節）、参加による計画の
実施（同条　第５節）、土地所有者の計画参加（同
条第８節）が謳われ、「参加の権利（同条第 16
節）」において「社会的政治的経済的意思決定
のあらゆる段階に、人民およびその組織が有効
かつ合理的な範囲で参加する権利は制限されな
い。国家は、法律によって、実効性ある参加の
制度が活用されるようつとめるものとする。」
と参加の制度が追求されている。
　このような経済的公正と経済的参加の重視の
中で、協同組合はそれらの担い手の一つとして
位置づけられ、前述の「国家経済の基本目標」
における協同組合の奨励に示される。さらに、
協同組合に関し次のような規定が置かれている。
　〈協同組合の承認〉
　第 12 条　国家経済と国有財産　第６節〔経
済活動の公益性〕財産の利用は社会に貢献
するものでなくてはならない。またすべて
の経済機構は、全体の利益に資するもので
あることを要する。個人もしくは、法人、
協同組合その他の団体を含む私的集団は、
企業を所有し、創設し、運営する権利を有
する。ただし、配分的平等を実現し、公益
目的のために調整を行う国の方針に従わな
くてはならない。
　〈協同組合の助成〉
　第 12 条第 15 節〔協同組合への助成〕　国
会は、社会的正義と経済発展のための協同
組合の 生成発展を援助する機関を設置す
る。
　〈協同組合の参加による計画の実施〉
　第 13 条　社会的正義と人権　第５節〔参
加による計画の実施〕　国は農業者、農地
労働者、地主、および協同組合、その他農
民の自治団体が、農業計画の策定、実行組
織の設定、管理の方式のいずれにも参加す
ることを認め、技術と研究を通じて農業を
振興し、財政、生産、市場その他の面で援
助を与えるものとする。
　以上 1987 年フィリピン憲法は、経済的公正
と経済的参加の重要な担い手として協同組合を
位置付けている。こうした関係から、憲法にお
ける独占禁止と協同組合の保護育成の同時規定
は、事実上の協同組合の適用除外とみなすこと
ができるであろう。
（３）トルコ
　トルコ憲法（1982 年制定、2007 年改正）は、
経済的規定として「第５部 財政的経済的規定
　第２章　経済規定」を定め、そこで計画化（第
166 条）、市場の監視と外国貿易の規制（第 167
条）、独占とカルテルの禁止（第 167 条）、天然
資源の探査と開発（第 168 条）、森林開発の保
護（第 169 条）、山村住民の保護（第 170 条）、
協同組合の促進（第 171 条）、消費者の保護（第
172 条）、小商人や職人の保護（第 173 条）が
規定されている。独占とカルテルの禁止及び協
同組合の促進は次のように規定されている。
　〈独占とカルテルの禁止〉
　第５部　財政的経済的規定　第２章　経済
的規定　第 167 条（１）　国は、貨幣市場、
信用市場、資本市場、商品市場の安定的整
然として機能することを確実にして、促進
するための措置をとるものとする。そして、
実際上あるいは協定によって、市場におけ
る独占とカルテルの形成を禁止するものと
する。
　〈協同組合の促進〉
　第５部　財政的経済的規定　第２章　経済
規定　協同組合の促進　第 171 条　協同組
合の促進：国家は国家的経済的利益を維持
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して、生産を増大し消費者を保護すること
を主要目的とする協同組合の発展を促進す
るための諸手段を採るものとする。
　以上のように、経済的弱者（山村住民・小商
人や職人）保護・消費者の保護等経済的公正を
重視し、協同組合はその担い手として明文的に
位置づけられている。そしてまた、独占・カル
テルの禁止と協同組合保護が同時に憲法規定さ
れており、それは事実上の協同組合の独占禁止
法適用除外とみなすことができるであろう。
（４）ポルトガル
　1974 年の民主化により 1976 年ポルトガル憲
法が制定され、2005 年の改正が現行憲法とし
て有効である。　同憲法は、「第１部 基本的権
利と義務」において、「個人の権利と自由」、「労
働者の権利、自由、保障」が規定され、「経済
的権利」と「社会的権利」と「文化的権利」が
保障されている。ここには近代憲法の自由・平
等はじめ、現代憲法の社会権・労働権・経済権
の特質が備わっている。特に「第１部　第３編
　経済的、社会的、文化的権利と義務　第１章
　経済的権利と義務」では、「労働の権利・完
全雇用・職業選択の機会均等」（第 58 条）、「労
働者の権利」（第 59 条）、「消費者の権利」（第
61条）、「消費協同組合の権利」（同条）、「私企業、
協同組合と労働者の管理」（第 62 条）、そこに
おける協同組合の自由設立等（同条）が規定さ
れ、経済的弱者保護等経済的公正が追求され、
それに対して協同組合には重要な役割が課され
ている。
　同憲法「第２部　経済組織」では「第１編　
一般原則」「第２編　計画」「第３編　農業政策、
商業政策、工業政策」「第４編　金融制度と財
政制度」が取り上げられ、その基本原則では協
同組合の役割（第 80 条）が重視され、「国家の
主要な任務」（第 81 条）として、a）豊かで質
の高い生活・弱者への配慮、b）社会的公正や
機会の均等・不平等の是正、c）公的セクター
の効率性、d）格差是正、e）地域格差の解消、
f）独占の禁止、h）小規模農地の保護、i）消
費者の権利や利益の保障等、経済的公正の観点
が貫かれている。そして「国家の主要な任務」
（第 81 条）における、「f）独占の禁止」条項は
次のとおりである。
　〈独占の禁止〉
　第２部　経済組織　第１編　一般原則　第
81 条　国家の主要な任務
　f） 市場における闊達な活動が出来るよう
にすること。事業の間で均衡のとれた競争
を保証し、独占的な組織形態に対抗し、一
般的な利益にとって有害な支配的地位やそ
の他の行為の乱用を抑えるなどの方法の実
践。
　また、「協同組合とその労働者自身による運
営」（第 85 条）を促進し、「労働者の経営への
参加」（第 89 条）が保障され、「経済的参加」（運
営参加・経営参加）が重視されている。農業政
策では、農業の発展と保護が促進され、大土地
所有を排除し、小規模所有を促進する（第 93
条～第 98 条）。商業政策は健全な競争と消費者
の保護が求められる（第 99 条）。工業政策では、
工業の発展を期すとともに中小企業に対する支
援を促進する（第 100 条）。これら産業政策は
その発展を促進するとともに、経済的弱者保護
に留意し経済的公正の追求を重視している。
　このようにポルトガル憲法は、経済的規定を
多く取り上げ、経済的公正と経済的参加を重視
し、経済的発展を促すとともに弱者保護、機会
均等、計画への参加などが追求され、そのいず
れにおいても協同組合の役割が重視されてい
る。これらの課題における協同組合の担い手的
役割に注目したい。
　そこで協同組合に関する憲法規定をここで整
理しておきたい。以下のとおり 14ヶ条に及ぶ。
　〈協同組合学校の権利保障〉
　第 43 条（学ぶこと、教えることの自由）４）．
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私立や協同組合の学校を創立する権利は保
障されている。
　〈消費者協同組合の支援〉
　第 60 条（消費者の権利）３．消費者団体
と消費者協同組合は、法に従って、国家の
支援を受け、消費者保護に関する問題の情
報を得て、構成員の集合的、一般的な利益
の防衛についての因果関係を追求できる法
的性正当性を有する。
　〈協同組合原則遵守協同組合の権利承認〉
　第 61 条（私企業・協同組合・労働者管理）
２．すべての人は協同組合原則を順守して、
協同組合を自由に設立する権利を有する。
　　３．協同組合は、法律の規定された範囲内
で自由に活動でき、連合・連盟・同盟を
組織することができる。
　　４．国や公共機関が利害を持っている協同
組合に対して、特別な組織を要求するよ
う法律は規定している。
　　５．労働者に運営権があることを法律が規
定している。
　〈住宅協同組合・建設協同組合の促進・支援〉
　第 65 条（住宅と都市計画）　２．住居の権
利を享受するために、国は以下の義務を課
されている。d）住宅問題を解決し、住宅
協同組合と自立型建設協同組合の創設推進
に役立つ、地方の自治体主導の助長と支援。
　〈協同組合学校の承認〉
　第 75 条（公立、私立、協同組合の教育）　
２．国は、法律に従って、私立や協同組合
の教育を承認し、検査しなければならない。
〈協同組合・社会セクターの保護（公的セク
ター、私的セクター、協同組合・社会セクタ
ー）〉
　第２部 経済組織：第１編一般原則：第 80
条（基本原則）　社会と経済は、以下の原
則に基づいて構築される。
　　　a）経済権力は民主的な政治権力へ従属
する。
　　　b）公的セクター、私的セクター、協同
組合・社会セクターは生産手段の所有
権として共存する。
　　　c）混合経済の枠組み全体において、起
業と組織化の自由がなければならない。
　　　d）公的な利益にとって必要な場合、天
然資源や生産手段は公的に所有されな
ければならない。
　　　e）経済社会発展は民主的に計画されな
ければならない。
　　　f）協同組合・社会セクターは生産手段
の所有権に関して保護されなければな
らない。
　　　g）労働者を代表する組織や事業を代表
する組織は、主たる経済的社会的方式
の決定に参加しなければならない。
〈協同組合原則遵守の協同組合所有セクター
の保障〉
　第 82 条　生産手段の所有セクター：⑴生
産手段に関する３セクターの共存は保障さ
れる。
　⑷　協同組合セクターは特に以下のものを
構成する。（a）協同組合の特性によって公
的セクターが利害を有し正当化されている
協同組合のために法が規定されている特別
の規定に関わりなく、協同組合原則に従っ
て協同組合に所有され協同組合によって管
理される生産手段。
　〈協同組合の奨励支援、各種特典付与〉
　第 85 条（協同組合と労働者自主管理にお
ける実践
　　　⑴　国は協同組合の設立と活動を奨励し
支援しなければならない。
　　　⑵　協同組合が、財政的・金融的特典を
享受できるように規定しなければなら
ないし、信用貸しや技術援助を得るた
めの特権条項や条件についても同様に
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定義しなければならない。
　　　⑶　国は労働者管理の実践が活力あるよ
うに国は支援しなければならない。
　〈小規模の協同組合の保護〉
　第 94 条 大土地の排除　２．・・・収用さ
れた土地の所有権、又は小作権を小規模の
農業従事者、特に家族農業構成単位、田園
の労働者、小規模な協同組合、又はその他
の労働形態に対して引き渡されなければな
らない。
　〈農地再集約における協同組合の役割の保護〉
　第 95 条 小規模農地の再集約・・・協同組
合の形態の場合に、合法的、財政的方法、
金融など優遇税制の方法で行われる。
　〈農業協同組合の支援〉
　第 97 条（国家による支援）：１．農業政策
目標達成のために、国は中小規模の農業従
事者が家族的農耕単位に、一人の従事者や
協同組合に集約されている場合、農業協同
組合や他の形態においても同様に統合され
ている場合には特に支援をしなければなら
ない。
　２．そのような国の支援は、以下の事項を
特に含んでいなければならない。：a）技術
的支援を打ち立てること、b）上流と下流
に向けた支援によって、農産物の販売市場
を形成すること、c）予想し難い、管理し
難い天候や、固定的な病虫害発生条件から
惹き起こされる危険点を網羅した支援、d）
田園地方の労働者並びに農業従事者が集合
体、教会を作り、参加できるように促進す
ること。特に、生産者の育成、受注、販売、
加工処理、協同組合と労働者の作業におけ
る他の事柄のサービスなどを形作ることで
ある。
　〈大統領による承認と拒否〉
　第 136 条（制定と拒否権）　３．基本法を
形作る命令書を確証するためには、少なく
とも出席議員総数の三分の二以上の多数、
及び議員総数の絶対的多数による必要があ
る。以下の事項に関わる命令書も同様であ
る。a）対外関係、b）生産手段の所有権
に関わる共和国と私的部門や協同組合部門
との間の境界領域、・・・・。
　〈共和国議会の権限〉
　第 165 条（立法できる部分的排他的権利）
１．政府に権限を認めない限りにおいて、
共和国議会は、以下の諸問題に関し立法で
きる部分的排他的権利を有する。
　x）生産手段の所有者を協同組合・社会セ
クターへ集約されるよう管理する規則；協
同組合・社会セクターに所有が集中してい
る生産手段を統治する規則
〈協同組合・社会セクターの保護（憲法改正
に際し保護される：憲法改正の制限）〉
　第 288 条（改正が制限されている事項）憲
法改正は、以下の事項を重んじなければな
らない。a）国の独立と、国家の統一、b）
政府の尾共和国形態、c）教会と国家の分
離（政教分離）、d）市民の権利、自由、
保障、e 労働者の権利、労働者委員会）、f）
生産手段の所有者に関する、公営、私営、
協同組合・社会セクターの共存、g）混合
経済の大枠内で存在すべき、経済の計画の
要求・・・）
　ポルトガル憲法は、社会権・労働権のみなら
ず経済権の詳細な規定があるように、現代憲法
としての特質を顕著にしている。独占禁止（第
81 条）、機会均等の重視、完全雇用、経済的弱
者保護等々経済的公正を基調とし、また経営参
加などの経済的参加を重視している。そしてこ
れら経済的公正と経済的参加の担い手として協
同組合が位置づけられ、協同組合の憲法規定が
14ヶ条に及んでいるのであった。
　なお、上記第 288 条における憲法改正の制限
とされるものに、「f）生産手段の所有者に関す
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る、公営、私営、協同組合・社会セクターの共
存」が規定されているということは、協同組合・
社会セクターの存在を国の根本的課題としてい
ることの証左でもある。ポルトガル憲法は明ら
かに「公協私混合経済論」に立脚した協同組合
セクター論（ないしは協同組合・社会セクター
論）の立場に立っているのである。
　ところで同憲法では協同組合の独占禁止法の
適用除外について明文的には規定されていない
が、独占の禁止と多くの協同組合の保護育成規
定が同時に設定されているということは、事実
上の適用除外とみなすこともできるであろう。
（５）メキシコ
　現行メキシコ憲法は 1917 年原始メキシコ憲
法を継承している。「第１編 第１章 個人の保障」
では、大土地所有の禁止・共有地の保護等の規
定（第 27 条）、さらには独占の禁止（第 28 条）
といった現代的な経済的公正が明記されてい
る。そして「第６編 労働と社会保障」では、
社会・労働権を規定した第 123 条において、労
働保護の諸規定をはじめ、労働者の企業利益の
参加権等先進的規定を設けている。これらの規
定は、原始メキシコ憲法において明記され、
1917 年以来今日まで社会権・労働権さらに経
済的公正と経済的参加といった経済権の先駆的
な憲法規定となって継承されているものである。
　1917 年原始メキシコ憲法において協同組合
の規定は、独占禁止法適用除外の経済権として
第 28 条に、社会権・労働権の一つとして第
123 条に規定され、1983 年の改正によって協同
組合を含む「社会セクター」の組織と拡大の促
進が規定されている。それは次の通りである。
　〈協同組合の独占禁止法適用除外〉
　第１編　第１章　個人の保障　第 28 条　
勤労者自身の利益を擁護するために結成さ
れる労働者組織は、独占を構成しない。自
己の利益または一般の利益を守るために、
その地域で生産され、富の主要源泉である
国内的産業製品を海外に直接販売する場合
は、その生産者組織あるいは生産者協同組
合は独占を構成しない。
　〈協同組合の公益事業としての承認〉
　第６編　労働と社会保障　第 123 条　30
項　同様に、労働者に分割払いによって購
入される、低価格建築や衛生的住居を確立
するための協同組合は、公益事業として見
なされなければならない。
〈公共セクター、社会セクター及び民間セク
ターの協力の必要、協同組合を含む社会セク
ターの組織と拡大の促進〉
　第１編　第１章　個人の保障　第 25 条（経
済活動における国家の役割）　③　公的セ
クター、社会セクター及び私的セクターは、
社会的責任をもって、国家の経済発展に協
力するものとする。ただし、国の発展に寄
与するその他の形態の経済活動を妨げな
い。　⑦　法律は、社会セクターの経済活
動の組織と拡大を促進する機構を確立する
ものとする。すなわち社会セクターは公有
地、労働者の組織、協同組合、コミュニテ
ィ、労働者に多数若しくは排他的に帰属す
る企業、並びに一般に、商品と社会的に必
要なサービスの生産・配給・消費を目的と
するすべての形態の社会的組織である。
（1983 年改正条項）
　このようにメキシコ憲法は、1917 年原始憲
法において協同組合を独占禁止の適用除外と
し、協同組合の経済的自由と経済的公正におけ
る役割、産業振興における役割、またその公益
的役割を認定した。さらに 1983 年の改正にお
いて公共セクターと私的セクターとは異にした
「社会セクター」として協同組合の地位を評価
し現在に至っている。メキシコ憲法における独
占の禁止と協同組合の独占禁止法適用除外の明
文的規定は、明らかに協同組合の役割がこれら
経済的公正の担い手として位置づけられるとこ
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ろに由来する。
（６）ボリビア
　ボリビアでは、2006 年エボ・モラレス大統
領の就任とともに制憲が行われ、2009 年に新
憲法が発効した。同憲法では、経済的公正に関
して、先住民農民の保護（30～32 条、405 条）、
消費者保護（第 75 条）、中小企業・中小生産者
保護（第 318、330、334、408 条）、さらに次の
ように独占の禁止（第 314 条）と労働者の経済
的参加（経営参加・利益参加）が明確に規定さ
れている。
　〈独占の禁止〉
　第４部　国民経済の構造と組織　第１編　
国民経済の組織　序章　一般的性質
　第 314 条　商品やサービスの生産や販売に
おいて排他的な私的独占と寡占を禁止する。
〈労働者の組織管理の参加と経営参加・利益
参加〉
　第４部　国民経済の構造と組織　第１編　
国民経済の組織　序章　一般的性質
　第 309 条５　国営企業・国有企業は、従業
員の組織と管理の参加のみならず、意思決
定と利益の参加と社会的管理が行われる。
　その上で協同組合に関する規定は、以下の
12ヶ所にわたる。
　〈協同組合の承認〉
　第２部 基本的な権利と保障　第３章　基
本的な権利　第 20 条　Ⅱ　政府のレベル
で、公共機関、混合組織、協同組合組織ま
たはコミュニティ組織を通しての基本サー
ビスの提供は、国の責任である。
〈協同組合の原則の承認、・協同組合の助成と
規律〉
　第５章　社会経済的権利　第２節　労働と
労働に対する権利　第 55 条　協同組合シ
ステムは、連帯、平等、互恵、分配の公正、
社会目的及び非営利の原則（principios de 
solidaridad, igualdad, reciprocidad, 
equidad en la distribucion, finalidad social, 
y no lucro de sus asociados）に基づいて
いる。国は、法律によって、協同組合組織
を助成し規律する。
　〈協同組合の多元的経済の承認〉
　第４部　国民経済の構造と組織　第１編　
国民経済の組織　序章　一般的性質　第
306 条Ⅱ　国の多元的経済は、コミュニテ
ィ、国家、民間部門と協同組合の経済組織
で構成される。
　〈協同組合による水管理の承認〉
　第 309 条　国民経済の組織形態は、次の目
標を達成する国営企業およびその他の経済
主体が含まれる。 ２．基本的な水と排水
の直接管理は、公共、コミュニティ、協同
組合または混合の形態で行われる。
〈協同組合の原則の承認と保護、・生産協同組
合の促進〉
　第 310 条　国は、協同組合を連帯と協同、
非営利の形態（formas de trabajo solidario 
y de cooperacion, sin fines de lucro）とし
て承認し保護する。これは主に生産活動の
協同組合組織を促進する。
　〈生産協同組合の金融的優先〉
　第３章　経済政策　第３節　金融政策　第
330 条２　国は、その金融政策を通じて、
ミクロと中小企業、工芸、貿易、サービス、
コミュニティ組織と生産協同組合の分野で
金融サービスの需要を優先する。
　〈公益事業協同組合の承認と管理〉
　第 335 条　公益事業協同組合は、共益組織、
非営利組織、政府制御であり、民主的に管
理されなければならない。
　〈協同組合による天然資源管理の承認〉
　第２編　環境、天然資源、土地と領域　第
２章　天然資源　第 351 条　第１　状態は
探査、開発、工業、交通、戦略的な天然資
源のマーケティングに公共機関、協同組合
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やコミュニティ、さらに私企業と混合企業
を通じた、形成制御と管理を想定する。
　〈協同組合による鉱業生産の承認〉
　第４章　鉱業と金属　第 369 条　１　国
は、土壌の起源とその実装法で規制しなけ
ればならない下層にある鉱物の富の責任を
負う。これは、私企業と協同組合の鉱業の
生産活動として承認される。
　〈鉱業協同組合の促進・助成〉
　第 370 条２　国は、国の社会経済発展に寄
与する鉱業協同組合を促進し助成する。
　〈協同組合によるエネルギー事業の承認〉
　第６章　エネルギー　第 378 条　Ⅱ　国
は、世代の段階、送電、配電の公共企業、
混合企業、非営利機関、協同組合、私企業
や地域社会、協会の参加と社会的統制を通
じて、エネルギーの生産チェーンの開発に
排他的な力を持つ。
　〈協同組合による農村開発の承認〉
　第 406 条２　国が促進し農村の生産経済組
織を強化するのは、国の社会経済発展と彼
らの文化的アイデンティティと生産に寄与
する職人、協同組合、農業生産者とメーカ
ーの協同団体を含む、個人、中小農業共同
組織である。
　このようにボリビア憲法では、協同組合は経
済政策・産業政策の重要な位置づけを与えられ
ている。協同組合システムは、連帯、平等、互
恵、分配の公正、社会目的及び非営利の原則に
基づき、連帯と協同、非営利の形態として承認
し保護される。それは多元的経済の下で、コミ
ュニティ、公的、私的および協同組合セクター
の４セクターによる混合経済を追求している。
基本的に公協私の混合経済論ということができ
るであろう。2009 年ボリビア憲法は、経済的
弱者の保護として協同組合は文字通りの経済的
公正の担い手とされ、事実上の経済的参加の担
い手として位置づけられている。また事実上の
独禁法適用除外として位置づけられているとみ
なすことができるであろう。
（７）パラグアイ
　パラグアイでは、1967 年憲法において農業
改革（第６章）のために協同組合の促進が謳わ
れていた（第 128 条）。1992 年パラグアイ憲法
においては、消費者保護（第 38 条）、完全雇用
（第 87 条）、機会均等の追求・独占の禁止（第
107 条）、農業農民保護（第 114 条）、中小農場
の保護（第 115 条）等経済的公正を追求する。
その独占の禁止は次のように規定されている。
　〈独占の禁止〉
　第９章 経済権利と農業改革　第１節　経
済的権利　第 107 条　機会均等の制度の中
で、すべての人は、選好した経済的に適合
的な活動に専念する権利がある。競争は、
市場において保障される。独占の形成と暗
黙の協定による意図的な価格上昇は認めら
れない。高利貸し及び有害な物品の売買の
認可は Penal 法によって承認される。
　その上で次のように協同組合の規定が３ヶ所
置かれている。
　〈協同組合の振興・促進〉
　第２編　権利、義務、保障　第９章　経済
権利と農業改革　第１節　経済的権利　第
113 条 協同組合の振興について：（１） 国
は、商品の生産と連帯と社会的便益に基づ
いたサービスのための、協同組合企業とそ
の他の協同組織を促進する。
　〈協同組合原則の普及〉
　第２編　権利、義務、保障　第１節　経済
的権利　第 113 条　協同組合の振興につい
て：
　⑵　国民経済発展の手段として、協同組合
主義原則は教育制度を通じて普及される。
　〈農業協同組合の促進〉
　第２編　権利、義務、保障　第９章 経済
権利と農業改革　第２節　農地改革　第
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114 条　土地改革の目的：土地改革は、農
村地域における福祉を成し遂げるための基
本的な要素の１つである。それは、国の社
会経済開発に農民による効果的参加から成
る。この目的のためには、土地の分配・所
有・借入の公正なシステムが採用される。
信用、そして、技術的教育的健康支援が組
織される。農業協同組合と類似協同組織の
創設が促進される。そして、生産の増加、
工業化と市場の合理化が農業セクターの統
合した発展のために促進される。
　このようにパラグアイ憲法は、経済的弱者の
保護・独占の禁止等の経済的公正を追求し、協
同組合は事実上の経済的公正の担い手として位
置づけられ、また事実上独禁法適用除外とされ
ている。また社会経済開発における農民の効果
的な経済的参加も謳われている。
（８）エクアドル
　2008 年エクアドル憲法では、独占の禁止（304
条、335 条）、完全雇用の実現（284 条、326 条）、
消費者保護（52 条、53 条、55 条、281 条）中
小企業の保護（281 条、288 条、306 条、311 条）、
農業保護（263 条、281 条）等経済的公正に関
する規定が詳細である。そのうち独占の禁止に
ついては次のように規定している。
　〈独占の禁止〉
　第６編　開発計画　第４章　経済的主権　
第７節　貿易政策　第 304 条６　市場の機
能に影響を与える特に民間企業の独占や寡
占を防止する。
　〈独占の禁止〉
　第６編　開発計画　第６章　労働　第５節
　経済交流と貿易の公正　第 335 条　国
は、国内生産を保護するために、私的独占
や寡占、市場における不公正競争や優越性
の濫用を防止する認可メカニズムを確立す
る。
　その上で協同組合に関する規定は次の５ヶ所
に及ぶ。
　〈協同組合による一般的創造活動の奨励〉
　第６編　開発計画　第１章　一般的原則　
第 277 条６　コミュニティ、アソシエイシ
ョン、協同組合および私人の一般的創造的
活動を奨励し、科学、技術、芸術、知識を
促進する。
〈公的・私的・混合的・民衆連帯経済の承認・
民衆連帯経済としての協同組合の承認〉
　第６編　開発計画　第４章　経済的主権　
第１節　経済システムと経済政策　第 283
条　経済システムは、憲法に規定される公
的、私的、混合的、民衆的、連帯的等の経
済組織の形態で、統合される。民衆連帯経
済（economia popular y solidaria）は、法
律に合致して管理される協同組合、アソシ
エイションおよびコミュニティのセクター
が含まれる。
〈民衆連帯金融としての信用協同組合の承認〉
　第６編　開発計画　第４章　経済的主権　
第８節　金融システム　第 311 条　民衆連
帯金融は、コミュニティの領域の信用協同
組合、アソシエイション、民衆連帯経済
（economia popular y solidaria）が構成さ
れる。
〈コミュニティ、協同組合、公的、私的、ア
ソシエイション、家族、国内、独立、混合な
どの生産組織の承認〉
　第６編　開発計画　第６章　労働　第１節
　生産組織と管理のフォーム　第 319 条　
経済の中で、コミュニティ、協同組合、公
的、私的、アソシエイション、家族、国内、
独立、混合などの生産組織の様々な方式を
承認する。
〈公的、私的、コミュニティ的、地方的、ア
ソシエイション的、協同組合的、混合的所有
権の保障〉
　第６編　開発計画　第６章　労働　第２節
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　所有権の種類　第 321 条　国は、社会的
環境機能を果たすものとして、公的、私的、
コミュニティ的、地方的、アソシエイショ
ン的、協同組合的、混合的所有権を保障す
る。
　ここでは、公協私をはじめ混合的、コミュニ
ティ的、地方的の多元的な経済セクターが構想
されている。協同組合は多元的セクターの中で
連帯経済の一つとして位置づけられ、文字通り
の経済的公正（経済的弱者保護、独占の禁止）
の担い手であるといえよう。なお経済的参加（経
営参加）の担い手としての位置づけは、労働者
と雇用者の「参加型民主主義」の規定（第 326
条）があるが具体的には明確ではない。
（９）ベネズエラ
　現行ベネズエラ憲法（1999 年）は、人権保
障（第３編　人権保障及び義務　第 19 条～第
31 条）、市民の権利（同編　第３章　市民の権
利　第 43 条～第 61 条）、参政権等の政治的権
利（同編　第４章　参政権及び国民投票　第
62 条～第 70 条）が定められている。さらに社
会権（同編　第５章　社会権及び家族に関する
権利　第 75 条～第 86 条）、労働権（同編　同
章　第 87 条～第 97 条）が規定され、文化及び
教育に関する権利（同編　第６章　第 98 条～
第 111 条）が規定され現代憲法としての特質を
具備している。
　その上で同編「第７章　経済権」（Capitulo 
VII De los Derechos Economicos ／ Chapter 
VII Economic Rights）において明確に現代憲
法としての経済権を設定し、経済的自由（第
112 条）、独占の禁止（第 113 条）を規定し、
経済的公正を追求する。いまこの条文を引用す
れば以下のとおりである。
　〈独占の禁止〉
　第３編　人権保障及び義務　第７章　経済
権　第 113 条【独占の禁止】　独占は、こ
れを許さない。独占の確立を目指し、又は
その意思にかかわらず実際的な効果によ
り、現実に行われた形式がいかなるもので
あろうとも、独占の存在を招来させる私人
の一切の行為、活動、行動及び合意は、こ
の憲法の基本的諸原則に違反すると宣言さ
れる。
　ある私人若しくはその集団の又はある企業
若しくはその企業集団が、市場支配の決定
的要因とは別に、商品又はサービスの一定
の市場において獲得し又は獲得した支配的
地位の濫用は、これらの原則に違反する。
需要を集中させる操作についても、同様で
ある。このすべての場合において、国は、
一般消費者及び生産者の保護並びに経済競
争の効果的な条件の確保を目的として、独
占、支配的地位の濫用及び需要を集中させ
る操作の有害かつ抑制的な効果を回避する
ための必要な措置を講じる。
　ここには、「一般消費者及び生産者の保護並
びに経済競争の効果的な条件の確保を目的」と
した「経済的公正」を追求し、独占の禁止を規
定するのである。
　経済的弱者保護のための経済的公正の追求と
しては、共同所有地（ejidos ／ common land）
の保護（第 179 条、181 条）、水資源の保護（第
304 条）、食糧安定供給の保障・持続可能な農
業の促進（第 305 条）、総合的農村開発（第
306 条）、大土地所有の禁止・農民的土地所有
の保護（第 307 条）、中小企業・家族経営企業・
零細企業の共同所有制度のもとの協同組合や共
同事業体の保護・奨励（第 308 条）、伝統産業
の保護（第 309 条）が謳われた。
　さらにベネズエラ憲法の特徴は、政治社会の
みならず社会経済における参加型民主主義を追
求 す る と こ ろ に あ る。 国 民 の 参 加 と 関 与
（participation and involvement）（第 70 条）を
政治的基調としつつ、さらに社会経済的事項に
関しては、相互協力と連帯の価値に沿った自主
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管理、共同管理、協同組合の方式によるものと
した（第 70 条）。また協同組合、貯蓄金庫、共
済組合等の社会的参加的性格を有する組織の発
達を承認（第 118 条）し、協同組合、貯蓄金庫、
共済組合の結合方式を奨励することで経済的過
程への参加を促進（第 184 条⑶）し、公企業へ
の労働者と地域組織の経営参加（第 184 条⑷）
を促進することを規定する。ここには経済的参
加・経営参加が追求されており、この経済的参
加に関する４ヶ条はすべて協同組合に関わって
いる。協同組合はその経済的参加の主要な担い
手組織として文字通り明確に位置づけられてい
るのである。
　いまベネズエラ憲法における協同組合規定を
改めて表せば次の通りである（太字筆者）。
　〈参加と関与〉
　第３編　人権保障及び義務　第４章　参政
権及び国民投票　第１節　参政権　第 70
条【人々の参加と関与】政治事項について
の主権の行使における人々の参加及び関与
（part i c ipac ion  y  protagon ismo ／
participation and involvement）の手段は、
特に、公職選挙、国民投票、国民諮問、罷
免、立法、憲法及び憲法制定の発議、公開
市議会並びに拘束性をもつ決定を行うこと
ができる議会である。また、社会的経済的
事項については、市民に対する配慮の請求、
自主管理、共同管理、金融的性格のものを
含めたあらゆる形式での協同組合、貯蓄金
庫、地域企業並びに相互協力及び連帯の価
値に従うその他の結合形式である。
　〈社会的参加的性格の組織の発展〉
　第３編　人権保障及び義務　第７章　経済
権　第 118 条【労働者及び団体の権利等の
保障】労働者の権利、並びに協同組合、貯
蓄金庫、共済組合その他の集団的形態の社
会 的 参 加 的 性 格（caracter social y 
participativo ／ social and participative 
nature）を有する組織を発展させるための
団体の権利は、これを承認する。これらの
団体は、法律に従い、あらゆる種類の経済
活動を展開することができる。これらの組
織体の特殊性、特に協同組合的活動、協同
労 働（trabajo Asociado ／ associated 
work）及びその集団的利益（beneficios 
colectivos ／ collective benefits）を生み出
す性質に関する特殊性については、法律で
これを承認する。
　〈住民の参加〉
　第４編　公権力　第４章　市の権力　第
184 条【住民の参加】州と地方自治体に地
方分権化させ、地域社会や組織化された住
民グループが運営し提供できる能力を実証
しているサービスを移譲させるために、開
かれていて柔軟な構造を法律でつくらなけ
ればならない。
　　そのために以下のことを促進する。
　⑴　保健、教育、住宅、スポーツ、文化、
社会プログラム、環境、産業地域の管理、
都市地域の維持、地域住民の予防と保護サ
ービス、工事計画、公共事業の提供の分野
でのサービスの移譲。この目的を達成する
ために、地域や組織された住民グループは、
契約を結ぶ力を持ち、その内容は、相互依
存、調和、協力、分担責任の原則を指針と
しなければならない。
　⑵　適正な投資計画を担う州や地方自治体
当局への発表を目的とした投資提案の構築
における地域組合や非政府組織（NGO）
を通しての地域や市民の参加、そして自ら
の区域内での作業計画、社会プログラム、
公共事業の実施、評価、管理への参加。
　⑶　協同組合、貯蓄金庫、共済組合やその
他の形式の提携といった社会経済の発現を
刺激する経済過程への参加（participacion 
e n  l o s  p r o c e s o s  e c o n o m i c o s ／
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participation in economic processes）。
　⑷　自営や共同経営の方法を通して、公共
部門のビジネス企業運営においての労働者
や地域による参加。
　⑸　参加目的を記した方針の構想を通した
恒久的存在を示した雇用と社会福祉
　（empleo  y  de  b ienestar  soc ia l ／
employment and social Welfare）を生み
出す地域サービスの企業、組織、協同組合
の創設。
　⑹　地方と州政府の公共行政での共有責任
の原則の保障と、州と地方公共団体の公共
事業を運営し統制する自己管理と共同管理
の過程の発展を視野に、行政区、地域、区、
住民レベルの新しい地方分権化された組織
の創設。
　⑺　刑罰施設と接する、そして一般住民が
それらの施設を必要とする活動への地域の
参加。
　〈中小企業、協同組合、貯蓄金庫の保護と促進〉
　第６編　社会経済制度　第１章　社会経済
体制及び経済における国の役割　第 308 条
【中小企業、協同組合、貯蓄金庫の保護と
促進】国は、民間の発意を支持しつつ、国
の経済発展を強化するため、共同所有
（propiedad co lect iva ／ col lect ive 
ownership）制度の下で、中小産業、協同
組合、貯蓄金庫、家族経営企業、零細企業
やその他の形態の労働、貯蓄、消費を目的
とした地域組合を保護、促進する。国は、
資格、技術支援、適切な融資を確保する。
　このように協同組合は経済的弱者保護のため
の経済的公正の担い手として、また文字通り経
済的参加（事業参加と経営参加）の担い手とし
て位置づけられているのである。そこでは、「協
同 労 働 」（trabajo asociado ／ associated 
work） や「 共 同 所 有 」（collective 
ownership）、「社会的参加的性格」（social and 
participative nature ）、そして「雇用と社会福
祉」の担い手としの社会的公共的役割の中で協
同組合が位置づけられている。ここには協同組
合のもつ社会経済的特質が如実に表されてい
る。したがって独占の禁止とともに協同組合の
保護規定が同時に規定されているということ
は、経済的弱者保護・経済的公正の追求におい
て事実上の独占禁止法の適用除外を示すものと
いえよう。
（10）グアテマラ
　グアテマラ憲法（1985 年、1993 年）では、
完全雇用（118 条）や国民所得の公正な分配（118
条）、消費者保護・職人保護（第 119 条）が経
済目標として規定され、消費者保護・独占の禁
止（第 130 条）が次のように明記され、経済的
公正が追求される。
　〈独占の禁止〉
　第 10 章　経済社会体制　第 130 条　独占
の禁止　独占と特権の禁止。国は、単一ま
たは少数の工業や商業や農業の生産によ
り、併合したり国民経済を犠牲にする企業
行動を制限する。この問題に関して法律は
合理的な決定を行う。国は市場経済を保護
し、市場の自由を制限し消費者を損なう団
体の拡大を防止する。
　その上にたって、協同組合は次のように保護
奨励される。
　〈農業協同組合の保護〉
　第３章　地域コミュニティ：第 67 条　土
地と農業の地域協同組合の保護。
　協同組合、原住民のコミュニティ、他の形
態の共同体所有、農業者の共同所有の土地、
また家族の遺産や住居は国の特別な保護を
享受する。
　〈協同組合の奨励・保護〉
　第 10 章　経済社会体制　第 119 条　国の
基本的義務　e） 技術的で財政的な必要な
援助を提供している協同組合の創設と活動
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を促進し、保護すること。
　〈住宅における協同組合の役割〉
　第 10 章　経済社会体制　第 119 条　国の
基本的義務　g）「住宅における協同組合
の役割」
　このように、グアテマラ憲法は、完全雇用や
国民所得の公正な分配、独占の禁止といった経
済的公正が追求され、同時に協同組合が保護、
奨励され、協同組合は事実上の独禁法適用除外、
事実上の経済的公正の担い手として位置づけら
れているとみなすことができる。
　以上みてきたように憲法において独占禁止と
協同組合保護が同時に規定されている 23ヶ国
の国々は、アジア・中南米の新興国や中進国・
途上国に多いが、それはこれらの国々で現代憲
法の特質として、社会権・労働権や経済権（経
済的公正）が憲法に規定されるところに求めら
れるであろう。こうした経済的公正の実現にお
いて、独占の禁止と協同組合の保護は共通の目
的を有しているということができる。すなわち、
独占禁止と協同組合保護の同時規定は、事実上
の独占禁止法適用除外が採られているとみなす
ことができるであろう。
４．協同組合の独占禁止法適用除外の根拠
　ここではこれまでの検討を踏まえて、協同組
合の独占禁止法適用除外の根拠の要点を述べて
おきたい。
　まず言えることは、小規模事業者や消費者個
人の経済的社会的地位の向上を目的として、国
連や ILO 等の国際機関に認められた ICA 協同
組合原則に従って運営されている協同組合は、
経済的弱者によって独占的企業に対する対抗
力・競争力を形成し、経済的弱者の保護や経済
的公正を実現するという社会的役割を担ってい
るということである。重要なことは協同組合に
は、対抗力としてのみならず経済的公正実現の
担い手としての役割が付与されていることであ
る。
　また公正且つ自由な競争、事業者の創意の発
揮、事業活動を盛んにし、雇傭及び国民実所得
の水準を高めることを基本目的として、一般消
費者の利益確保、国民経済の民主的で健全な発
達の促進を究極目的とする独占禁止法は、経済
的自由と経済的公正を実現するものとしてその
現代的な役割を担っているといえよう。
　すなわち独占禁止法の目的と役割は、基本的
に協同組合の目的と役割に合致し、協同組合は
経済的自由と経済的公正といった独占禁止法の
目的実現の担い手として位置づけることができ
る。このように協同組合の独占禁止法適用除外
の根拠は、その目的の合致と担い手としての位
置づけに求めることができるであろう。なお協
同組合連合会であるが、これは単位協同組合の
補完的組織としてその発展を期すことを目的と
している以上、日本はもちろんドイツや韓国の
独占禁止法において明記されているように、「協
同組合の協同組合」として協同組合の適用除外
の中に明確に位置付けられるべきことを付言し
ておきたい。
おわりに
　以上世界の独占禁止法と各国憲法の２つの検
討を通じて、協同組合の適用除外の国際動向に
ついてみてきた。それによれば 2010 年現在、
農業を含めて協同組合を独占禁止法で明文上適
用除外とするのは、日本を含め欧米諸国や新興
国を中心とした次の 16ヶ国にのぼった。
　日本、アメリカ合衆国、スウエーデン、ノ
ルウェー、フィンランド、ドイツ、オース
トリア、チェコ、マルタ、大韓民国、中華
人民共和国、インドネシア、メキシコ、タ
イ、マレーシア、イスラエル
　そして、最高法規たる憲法の中で独占の禁止
と協同組合の保護育成を同時に規定し、事実上
の適用除外とみなすことのできるのは、アジア・
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欧州・中南米を中心とした次の新興国や中進国・
途上国の 25ヶ国にみることができた。
　大韓民国、フィリピン、タイ、インド、ト
ルコ、イラン、エジプト、イエーメン、ポ
ルトガル、スイス、ブルガリア、 セルビア、
ロシア、メキシコ、ペルー、ボリビア、パ
ラグアイ、エクアドル、ベネズエラ、コス
タリカ、エルサルバトル、グアテマラ、ホ
ンジュラス、パナマ、ハイチ
　このように独占禁止法と憲法という２つの方
式ではあるが、先進国・新興国・途上国を合わ
せ通しで 38ヶ国が、各国独占禁止法において
明文上、または各国憲法において事実上、協同
組合の独占禁止法適用除外が採用されているの
である。なお協同組合の明文規定はないが、独
占企業の公的所有化を憲法前文に記述している
フランス憲法に注目したい（13）。またフランス
憲法と同じく協同組合の明文規定はないが、事
実上の独占禁止規定を有するドイツ基本法に注
意しておきたい（14）。ところでドイツでは、ヘ
ッセン州憲法（1946 年）やノルトライン・ヴ
ェストファリア州憲法（1950 年）において、
独占禁止規定と農業・中小企業保護および協同
組合助成を同時に明文規定している（15）。これ
らドイツ州憲法は事実上、協同組合の独占禁止
法適用除外規定ということができよう。
　本稿では、協同組合の独占禁止法適用除外に
関する国際比較研究を課題とし、１つは世界の
各国独占禁止法における協同組合の適用除外を
検討し、２つには世界の各国憲法における独占
禁止と協同組合の保護の同時規定を検討してき
た。
　独占禁止法において協同組合の適用除外が明
記されているのは、その法文上ではその根拠は
必ずしも明記されていないが、多くが農業保護・
中小企業保護・消費者保護等の経済的公正の実
現を目的としているからである。他方で憲法に
おいて独占禁止が明記されているのは、明らか
に農業保護・中小企業保護・消費者保護を図り
経済的自由と経済的公正を実現するためであ
り、メキシコを除いて憲法において協同組合の
適用除外については明記されていないが、協同
組合の保護育成を同時に明記しているのは、協
同組合を経済的公正を実現する担い手として位
置づけるからである。
【注】
（１）筆者の論稿は以下の通りである。
・堀越芳昭「国際協同組合原則と独占禁止法
－原則・組合法・独禁法の相互関係－」（山
梨学院大学『経営情報学論集』第４号、
1998 年２月）。
・堀越芳昭「米国対日占領政策の展開と協同
組合－独禁法の成立・協同組合原則の導入
と農協法成立－」（中央協同組合学園『農
協基礎研究』第 18 号、1998 年９月）。
・堀越芳昭「独占禁止法適用除外制度の成立
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第５号、1999 年２月）。
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に関する資料」（山梨学院大学『経営情報
論集』第６号、2000 年 11 月）。
・堀越芳昭「なぜ協同組合は独占禁止法適用
除外なのか」（財・協同組合経営研究所『研
究月報』第 592 号、2003 年１月）。
・堀越芳昭「独占禁止法における協同組合政
策」（日本協同組合学会『ILO・国連の協
同組合政策と日本』日本経済評論社、2003 
年５ 月）。
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・堀越芳昭「世界における協同組合の独占禁
止法適用除外―各国の独禁法と憲法から
―」（財・協同組合経営研究所『にじ』第
631 号、2010 年９月）。
（２）次の諸文献がある。
・高瀬雅男「農業協同組合とシャーマン法」
丹宗曉信、小田中聰樹編『構造改革批判と
法の視点 : 規制緩和・司法改革・独占禁止
法』花伝社、2004 年。
・同「農業協同組合とクレイトン法」福島大
学『行政社会論集』第 19 巻第３号、2007
年２月。
・同「カッパー＝ハースマン法案（1919 年）」
福島大学『行政社会論集』第 21 巻１号、
2008 年７月。
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年）」福島大学『行政社会論集』第 21 巻第
２号、2008 年 10 月。
・同「カッパー＝ヴォルステッド法案（1921
年）」福島大学『行政社会論集』第 21 巻第
３号、2009 年２月。
・山田定市「独占禁止法の適用除外と農協の
協同性・公共性」（北海学園大学『開発論集』
第 80 号、第 29 巻第 51 号、2007 年９月）。
・明田　作「協同組合の独禁法適用除外問題
についての一考察」農林中金総合研究所『農
林金融』第 773 号、2010 年 07 月。
（３）この方面の数少ない研究として、飯島源
次郎「農業協同組合と独占禁止法－第 24
条適用除外の妥当性の検討」（北海道大学
『農経論叢』No.38、1982 年３月）をあげ
ることができる。
（４）公正取引委員会監訳『独占禁止法の国際
比較―OECD 加盟諸国の法制の比較と解
説―』大蔵省印刷局、1980 年。
（５）OECD 編／公正取引委員会訳編『海外主
要国の独占禁止法』商事法務研究会、
1970 年、p306 － 307。
（６）公正取引委員会のホームページに掲載さ
れている『世界の競争法』より。
　　　（http://www.jftc.go.jp/worldcom/
html/top.html）（2010 年６月３日検索）。
（７）本城　昇『韓国の独占禁止法と競争政策』
アジア経済研究所、1995 年、p331。中山
武憲『韓国独占禁止法の研究』信山社、
2001 年、p340。
（８）「中華人民共和国独占禁止法」に公正取引
委員会による仮訳がある。（http://www.
jftc.go.jp/worldcom/html/country/china-
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第４版、三省堂、2001 年。
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2007 年。
・阿部照哉・畑　博行『世界の憲法集』第４
版、有信堂、2009 年。
　〔各国憲法〕
・井口文男『イタリア憲法史』有信堂高文社、
1998 年。
・塙　浩　訳著『フランス憲法関連資料選』
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山社、1998 年。
・参議院憲法調査会事務局『フランス共和国
憲法概要』参憲資料第３号、2001 年。
・中村義孝編訳『フランス憲法史集成』法律
文化社、2003 年。
・参議院憲法調査会事務局『ドイツ連邦共和
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（12）憲法に協同組合の保護規定を明記してい
るのは、合計 52ヵ国に及ぶ。本表の 25ヶ
国に加えて、以下の 27ヶ国、すなわち G
７のイタリア、G20 のブラジル、中国、
インドネシア、その他のスペイン、ギリ
シャ、マルタ、キプロス、ハンガリー、
べラルーシ、タジキスタン、ポーランド、
台湾、ベトナム、東チモール、シリア、
クウェート、ミャンマー、アンゴラ、ナ
ミビア、モザンビーク、ガイアナ、スリ
ナム、ウルグアイ、ニカラグア、キューバ、
ドミニカ共和国である。これらには憲法
中に独占禁止に関する規定はないが、労
働保護、中小企業保護、農業保護、消費
者保護等経済的公正を追求する中で協同
組合の保護育成規定が置かれている。
（13）現行フランス憲法には、必ずしも法的強
制力はないものとみなされているが、
1946 年第４共和国憲法前文が付されてい
る。そこでは、「現在政治的経済的および
社会的諸原則」として「その運用が全国
的な公役務または事実上の独占の性格を
国際比較・協同組合の独占禁止法適用除外（堀越　芳昭）
－ 78 －
有し、または獲得するすべての財産、す
べての企業は、公的団体の所有物となら
なければならない。」として、独占の公有
化を明記している。
（14）現行ドイツ基本法では、「第７章　連邦の
立法」の「第 74 条　連邦の競合的立法権
限のカタログ」において、「15　土地、天
然資源および生産手段を、公有またはそ
の他の公共経済の形態に移すこと」や「16
　経済上の権力的地位の濫用の防止」（事
実上の独占禁止：筆者）、「17　農林業生
産の促進（ただし耕地整理の方を除く）、
食糧の確保、農林業生産物の輸出入、遠洋・
沿岸漁業、および沿岸保護」が規定され、
「第８章 a　共同任務」において連邦とラ
イトの共同任務として、「地域的経済構造
の改善」と「農業構造および沿岸保護の
改善」の２点を取り上げており、経済的
公正（独占の禁止、農業保護、経済的弱
者保護）の追求といった現代憲法の特質
を備えているのは確かである。
（15）ドイツ・ヘッセン州憲法は、「経済的自由
のいかなる濫用－とくに独占的な力の集
中および政治的な力のための－も否認さ
れる。経済的自由のかかる濫用の危険を
内蔵する財産は法律上の規定に基づき、
共同所有に移転されるべきである。」（第
39 条）と独占の禁止、その共同所有化を
明記し、同時に農業・中小企業の保護と
そのための協同組合の設立（第 43 条）、
協同組合制度の奨励を義務規定としてい
る。またノルトライン・ヴェストファリ
ア州憲法は、独占の禁止（第 27 条）と農業・
中小企業の奨励、協同組合自助の支援（第
28 条）を同時に規定している。
